予算要求資料
令和２年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業研究費　　　
	事業名　　新産業技術総合センター実験棟改修費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　商工労働部　産業技術総合センター　総務課　電話番号：0575-22-0147（内121）

　　　　　　                      　E-mail  ：c23112@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　       10,452千円（前年度予算額：　0千円）
	＜財源内訳＞　
区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,452
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,452

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県の「岐阜県成長・雇用戦略」において成長産業と位置付けられている「航空宇宙」分野の企業が、当センターで依頼試験や開放機器利用として使用しており、県内中小企業・中小企業グループの取組みへの重点的な支援を行うことにより、県内産業全体の底上げ、活性化へつなげる一翼を担っている。
具体的には、関係企業はホットプレス機を用いて、熱可塑性炭素繊維複合材料の成形加工部材の試作を行っているが、この試作開発を更に円滑に進めるための環境整備を行う。
（２）事業内容
・試作開発を更に推進するために、プレス用金型の温度制御を精密に行うため、金型温度制御用の電源を増設して欲しいという要望に応えるとともに、研究開発を進めていく上で、設備接続のための電源が不足し、支障が生じているため、電源を増設する。
・また、同棟にはホットプレス、オートクレーブなどのＣＦＲＰ（炭素繊維複合材料）等を加工・成形する機器等があるが、空調設備が整備されていおらず、近年の夏の気温が異常に高く、「酷暑」により付属コンピューター等がトラブルを起こしており、その対策として空調設備等を設置する。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	150
	付属コンピュータートラブル防止対策費用

	工事請負費
	10,302
	電源増設工事費(9,672)、空調設備工事費(630)

	合計
	10,452
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・業界における製品開発や新技術等に寄与するため、各種依頼試験や機器開放利用における機能強化を実施し、成形製品の高品質化、作業の効率化（高速化）に向けた試験を可能とする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由

	・関係企業等が必要に応じて来所し、試験を依頼し又は開放試験室設置機器を利用するものであり、目標を設定してセンターから利用を働き掛けていくものではないため。


（前年度の取組）

	・依頼試験を受付け、迅速に試験を行い、結果を通知した。

・開放試験室設置機器利用の受付けを行い、適正な指導のもとに利用してもらう。

・依頼試験に使用する機器及び開放試験室設置機器の故障に対する修繕等、予算内の対応できる範囲で維持管理に努めた。


（前年度の成果）

	・産業技術総合センターの令和元年８月末の成果

・依頼試験件数4,465件

・開放試験室設置機器利用件数6,286件
（平成30年度）

・依頼試験件数10,161件

工業技術研究所　7,592件、産業技術センター【食品除】2,540件、

情報技術研究所　29件
・開放試験室設置機器利用件数14,199件

工業技術研究所　10,355件、産業技術センター【食品除】2,170件、

情報技術研究所　1,674件


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	　県の「岐阜県成長・雇用戦略」において成長産業と位置付けられている県内の航空宇宙関連企業が、産業技術総合センターに設置されているホットプレス機を用いて、熱可塑性炭素繊維複合材料の成形加工部材の試作を行っているが、この試作開発を更に推進させるため、電源を増設して欲しいという要望を受けている。県としても研究開発を進めていく上で、設備接続のための電源が不足しているため、電源の増設を要望するものである。
また、酷暑によるトラブルを防止し、試験機器の安定利用に資する。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている
△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	依頼試験や開放機器の安定利用の向上及び成形製品の高品質化、作業の効率化（高速化）に向けた試験環境の向上が見込まれる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　機器の効率的な運用に努め、依頼試験及び開放試験室設置機器の利用を受け付けている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　中小企業からの技術支援や依頼試験、開放機器の利用などニーズは常にあることから、情報収集や機器修繕等に適時に対応できるよう予算確保が必要であり、今後も継続的に要求する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

統合することによりワンストップで幅広い分野の支援体制が可能となり、各産業分野別の現体制で実施してきた当該事業に対してこれまで以上に高い期待が向けられており、継続して取り組む必要がある。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


